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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第41期

第３四半期連結
累計期間

第42期
第３四半期連結

累計期間
第41期

会計期間
自平成25年４月１日
至平成25年12月31日

自平成26年４月１日
至平成26年12月31日

自平成25年４月１日
至平成26年３月31日

売上高 （百万円） 8,057 8,146 11,387

経常利益 （百万円） 229 134 274

四半期（当期）純利益又は四半

期純損失（△）
（百万円） 85 △35 44

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 98 △14 57

純資産額 （百万円） 4,643 4,542 4,602

総資産額 （百万円） 6,812 6,870 6,782

１株当たり四半期（当期）純利

益金額又は四半期純損失金額

（△）

（円） 9.85 △4.12 5.06

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 67.7 65.6 67.3

 

回次
第41期

第３四半期連結
会計期間

第42期
第３四半期連結

会計期間

会計期間
自平成25年10月１日
至平成25年12月31日

自平成26年10月１日
至平成26年12月31日

１株当たり四半期純損失金額

（△）
（円） △0.24 △7.85

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ）は含んでおりません。

３．第41期第３四半期連結累計期間及び第41期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。

４．第42期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、１株当たり四半期純損失で

あり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前連結会計年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

（1）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、個人消費などに弱さが残るものの、雇用・所得環境の改善が続

くなかで、各種政策の効果などもあって、緩やかに回復していくことが期待される状況でありました。

　当業界におきましては、商談数の増加など、受注環境に上向き傾向が見えてきましたが、顧客の情報化投資、設備

投資等に対しては慎重な動きが続いてる状況であります。

　このような状況の中、当社グループは平成23年４月１日付の当社持株会社化および会社分割により、事業ごとの責

任と権限の明確化、スピード経営・自主独立経営の徹底、各業種・業態に最適な経営体制の確立、変化に対応出来る

柔軟な経営体制の確立を実現し、より強固な経営基盤の確立並びに成長促進を目指しております。

　なお、当第３四半期連結累計期間における、当社グループの状況は、前年同四半期に比べ、売上は順調に推移しま

したが、利益に関しては利益減の事業が複数発生した事により、前年同四半期に比べ減少しております。前期の利益

に大きな影響がありました、クレオマーケティング事業における不採算プロジェクトは、継続しているものの、損失

縮小方向に推移しております。

　以上の結果、売上高は、81億46百万円（前年同四半期比1.1％増）、営業利益は、1億16百万円（前年同四半期比

48.3％減）、経常利益は、１億34百万円（前年同四半期比41.4％減）、四半期純損失は、35百万円（前年同四半期は

四半期純利益85百万円）となりました。

 

　セグメントの状況は以下のとおりです。

 

・クレオマーケティング事業　（主たる事業：基幹系・情報系業務ソリューションから、組み込み系ソフトウェアまで、

トータルICTソリューションの開発・提供）

　「人事給与」「会計」を中心としたトータルＩＣＴソリューションＺｅｅＭ製品を中心に展開をしましたが、大型

商談の延伸などが影響し、売上・利益共に、前年同四半期より減少となりました。なお、前期の利益に大きな影響が

ありました、不採算プロジェクトは、継続しているものの、損失縮小方向に推移しております。

　その結果、売上高は15億84百万円（前年同四半期比5.6％減）、営業損失79百万円（前年同四半期は営業損失37百万

円）となりました。

 

・クレオソリューション事業　（主たる事業：システムやネットワークの構築から、各種業務アプリケーションの開発）

　前期のよい流れを継続し、サービス品質の向上による顧客との信頼強化、商談時からのプロジェクト点検の徹底を

推進した結果、売上は前年同四半期に比べ大幅に増加となりました。利益に関しては、今後の事業拡大と体制強化に

向けた設備投資を実施した事により、前年同四半期より減少しております。

　その結果、売上高は26億32百万円（前年同四半期比13.8％増）、営業利益63百万円（前年同四半期比51.7％減）と

なりました。

 

・筆まめ事業　（主たる事業：はがき・住所録ソフト「筆まめ」をはじめとしたソフトウェア製品の企画・開発・販売）

　売上は、平成26年９月に発売した毛筆ソフト「筆まめVer.25」の出荷が順調に進んだ結果、前年同四半期より微増

となりました。利益に関しては、新規ビジネスに向けた、クローズドSNS『まめほ』、クラウドサービス『筆まめクラ

ウド住所録』の開発投資等により、前年同四半期より減少となりました。

　その結果、売上高は10億27百万円（前年同四半期比0.1％増）、営業利益１億９百万円（前年同四半期比27.8％減）

となりました。

 

・クレオネットワークス事業　（主たる事業：ICT基盤サービスプラットフォームとメディアプラットフォームの提供）

　ビジネス基盤サービス「SmartStage」を中心としたサービス展開を推進しておりますが、前期は大型案件が発生し

た影響により、前年同四半期に比べ売上、利益共に減少となりました。

　その結果、売上高は３億84百万円（前年同四半期比12.1％減）、営業損失52百万円（前年同四半期比は営業損失40

百万円）となりました。

 

・クリエイトラボ事業　（主たる事業：ヘルプデスクなどを中心としたサポート＆サービス）

　サービス品質の向上、既存顧客および社内のコミュニケーション強化を前期に引続き継続した結果、前年同四半

期に比べ売上は同水準、利益は経費削減等により大幅な増加となりました。

　その結果、売上高は25億16百万円（前年同四半期比3.2％減）、営業利益１億16百万円（前年同四半期比50.6％増）

となりました。
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（2）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（3）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 16,000,000

計 16,000,000
 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成26年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 9,237,319 9,237,319

東京証券取引所

　（ＪＡＳＤＡＱ

　　スタンダード市場）

単元株式数

1,000株

計 9,237,319 9,237,319 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

　平成26年10月１

日～平成26年12月31

日

－ 9,237,319 － 3,149 － －

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成26年９月30日）に基づく株主名簿により記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成26年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式     580,000 － －

完全議決権株式（その他）  普通株式   8,581,000 8,581 －

単元未満株式  普通株式      76,319 － －

発行済株式総数 9,237,319 － －

総株主の議決権 － 8,581 －

 

②【自己株式等】

平成26年12月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社クレオ 港区港南四丁目１番８号 580,000 － 580,000 6.27

計 － 580,000 － 580,000 6.27

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平

成26年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、監査法人ナカチによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,148 3,286

受取手形及び売掛金 2,041 1,816

商品及び製品 21 18

仕掛品 174 489

その他 216 162

流動資産合計 5,603 5,772

固定資産   

有形固定資産 174 198

無形固定資産   

のれん 2 0

その他 703 519

無形固定資産合計 706 520

投資その他の資産 298 378

固定資産合計 1,179 1,097

資産合計 6,782 6,870

負債の部   

流動負債   

買掛金 472 446

未払法人税等 91 41

賞与引当金 429 224

返品調整引当金 89 253

資産除去債務 9 11

その他 995 1,232

流動負債合計 2,087 2,209

固定負債   

未払役員退職慰労金 28 26

資産除去債務 46 53

その他 19 38

固定負債合計 93 117

負債合計 2,180 2,327

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,149 3,149

資本剰余金 743 743

利益剰余金 843 764

自己株式 △178 △178

株主資本合計 4,558 4,479

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 7 24

その他の包括利益累計額合計 7 24

少数株主持分 36 38

純資産合計 4,602 4,542

負債純資産合計 6,782 6,870
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

売上高 8,057 8,146

売上原価 6,102 6,361

売上総利益 1,954 1,784

販売費及び一般管理費 1,729 1,667

営業利益 225 116

営業外収益   

受取利息 0 0

受取配当金 0 2

受取保険金 1 －

投資事業組合運用益 － 12

その他 1 4

営業外収益合計 4 19

営業外費用   

支払利息 0 0

為替差損 － 1

その他 0 0

営業外費用合計 0 1

経常利益 229 134

特別損失   

和解金 55 10

ソフトウェア評価損 － 85

その他 1 0

特別損失合計 56 96

税金等調整前四半期純利益 172 37

法人税、住民税及び事業税 76 57

法人税等調整額 7 12

法人税等合計 83 70

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益

調整前四半期純損失（△）
88 △32

少数株主利益 3 3

四半期純利益又は四半期純損失（△） 85 △35
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益

調整前四半期純損失（△）
88 △32

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 9 17

その他の包括利益合計 9 17

四半期包括利益 98 △14

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 95 △18

少数株主に係る四半期包括利益 3 3

 

EDINET提出書類

株式会社クレオ(E04849)

四半期報告書

11/17



【注記事項】

（会計上の見積りの変更）

　当社の連結子会社である株式会社クレオソリューションは、平成27年１月に一部の事業所の移転を実施いたしま

した。これにより、移転に伴い利用不能となる固定資産について耐用年数を短縮し、将来にわたり変更しておりま

す。

　また、当該物件の不動産賃借契約に伴う原状回復義務として計上していた資産除去債務について、支出発生まで

の見込期間を短縮し、将来にわたり変更しており、かつ、見積額をより精微な金額に変更しております。

　この変更により、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半

期純利益はそれぞれ、11百万円減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は「セグメント情報等」に記載しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

 １．当社においては運転資金の効率的な調達を行なう為取引銀行2行と当座貸越契約を締結しております。こ

れらの契約に基づく借入金未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成26年３月31日）

当第３四半期連結会計期間

（平成26年12月31日）

当座貸越極度額の総額 500百万円 500百万円

借入金実行残高 － －

差引 500 500

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キュッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 

前第３四半期連結累計期間

（自　平成25年４月１日

至　平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間

（自　平成26年４月１日

至　平成26年12月31日）

減価償却費 316百万円 386百万円

のれんの償却額 2 2

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自平成25年４月１日　至平成25年12月31日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月19日

定時株主総会
普通株式 43 5 平成25年３月31日 平成25年６月20日 利益剰余金

 

２．株主資本の金額に前連結会計年度末に比べて著しい変動がある場合

　当社は、平成25年10月31日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定に読み替えて適用され

る、同法第156条の規定に基づく自己株式の取得に係る事項について決議し、平成25年11月１日付で東京証

券取引所の自己株式立会外買付取引（ＴｏＳＴＮｅＴ－３）における取引により、普通株式70,000株、取得

総額23百万円の自己株式を取得しております。

　この自己株式の取得等により、前第３四半期連結会計期間末における自己株式が177百万円になりまし

た。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年12月31日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月14日

取締役会
普通株式 43 5 平成26年３月31日 平成26年６月18日 利益剰余金

 

EDINET提出書類

株式会社クレオ(E04849)

四半期報告書

12/17



（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 
クレオ

マーケティング
事業

クレオ
ソリューション

事業

筆まめ
事業

クレオ
ネットワークス

事業

クリエイトラボ
事業 合計

売上高       

外部顧客への売上高 1,679 2,313 1,026 437 2,599 8,057

セグメント間の内部売上高

又は振替高
128 10 0 104 377 620

計 1,807 2,323 1,027 542 2,977 8,678

セグメント利益又は損失(△) △37 130 151 △40 77 281

 

　２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額

報告セグメント計 281

セグメント間取引消去 △98

全社費用及び利益（注） 43

四半期連結損益計算書の営業利益 225

　　（注）全社費用及び利益は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費や経営指導料等であります。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 
クレオ

マーケティング
事業

クレオ
ソリューション

事業

筆まめ
事業

クレオ
ネットワークス

事業

クリエイトラボ
事業 合計

売上高       

外部顧客への売上高 1,584 2,632 1,027 384 2,516 8,146

セグメント間の内部売上高

又は振替高
38 10 0 121 400 572

計 1,623 2,643 1,028 506 2,917 8,718

セグメント利益又は損失(△) △79 63 109 △52 116 156

 

　２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額

報告セグメント計 156

セグメント間取引消去 △42

全社費用及び利益（注） 2

四半期連結損益計算書の営業利益 116

　　（注）全社費用及び利益は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費や経営指導料等であります。
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３．報告セグメントの変更等に関する事項

（会計上の見積りの変更）

　当社の連結子会社である株式会社クレオソリューションは、平成27年１月に一部の事業所の移転を実施いたしま

した。これにより、移転に伴い利用不能となる固定資産について耐用年数を短縮し、将来にわたり変更しておりま

す。

　また、当該物件の不動産賃借契約に伴う原状回復義務として計上していた資産除去債務について、支出発生まで

の見込期間を短縮し、将来にわたり変更しており、かつ、見積額をより精微な金額に変更しております。

　この変更により、従来の方法に比べて、クレオソリューション事業の当第３四半期連結累計期間のセグメント利

益は11百万円減少しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額（△）
9円85銭 △4円12銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）

（百万円）
85 △35

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純

損失金額（△）（百万円）
85 △35

普通株式の期中平均株式数（千株） 8,713 8,657

（注）１．前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

　　　２．当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損

失であり、また潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

（事業分離）

　当社の連結子会社である株式会社クレオネットワークスは、平成27年１月９日開催の取締役会で事業の一部であ

るメディア事業を株式会社アイフィスジャパンへ譲渡する事を決議し、平成27年２月１日付で事業譲渡をいたしま

した。

　その概要は、次のとおりであります。

 

１．事業分離の概要

　（1）分離先の名称

　　　株式会社アイフィスジャパン（東京証券取引所 市場第二部 上場コード：7833）

　（2）分離した事業の内容

　　　当社の完全子会社であるクレオネットワークスが開発・運営する「W2Pクラウド」

　　「楽だねonline」を中心としたメディアプラットフォーム提供に関する部門。

　（3）事業分離を行った主な理由

　　　メディア事業の更なる拡大には、新たなる追加投資が必要であること、メディア事業は当社グループの他事

　　業とのシナジー効果が弱い事などを勘案した結果、メディア事業に対しての投資意欲と事業拡大に向けた方策

　　が一致した、株式会社アイフィスジャパンに事業を譲渡する事が、当社グループならびにメディア事業のお客

　　様の企業価値拡大につながると判断いたしました。

　（4）事業分離日

　　　平成27年２月１日

　（5）法的形式を含むその他取引の概要に関する事項

　　　受取対価を現金等の財産のみとする事業譲渡

 

２．実施した会計処理の概要

　（1）移転損益の金額

　　　96百万円

　　　なお、事業譲渡は平成27年２月１日付で実施しておりますが、譲渡した事業に係る資産及び

　　負債の適正な譲渡価額が確定していない為、移転損益の額は変動する可能性があります。

　（2）移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳
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　　　流動資産　　　１百万円

　　　固定資産　　　13百万円

　　　資産合計　　　15百万円

　　　流動負債　　　１百万円

　（3）会計処理

　　　移転した事業に係る資産及び負債と譲渡価額との差額を特別利益の「事業譲渡益」に計上する

　　予定であります。

 

３．分離した事業が含まれていたセグメントの名称

　　　クレオネットワークス事業

 

４．当第３四半期連結累計期間の四半期連結損益計算書に計上されている譲渡した事業に係る損益の概算額

　　　売上高　　　　76百万円

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年２月13日

株式会社クレオ

取締役会　御中

 

監査法人ナカチ

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 吉永　康樹　　印

 

 業務執行社員  公認会計士 髙村　俊行　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社クレオ

の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成26年10月１日から平成26

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社クレオ及び連結子会社の平成26年12月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております

　　　　２　ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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